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Analysis on Consumption by Elder Family Type of Household 
based on the National Survey of Family Income and Expenditure 
 





















































































 AB型：最低貯蓄高階級と最高貯蓄高階級は A型でその他の階級は B型の複合タイプ 

























 サラリーマン＋主婦（モデル世帯） ［第 2号被保険者＋第 3号被保険者］ 
 サラリーマン共働き世帯 ［第 2号被保険者＋第 2号被保険者］ 
 サラリーマン＋自営業 ［第 2号被保険者＋第 1号被保険者］ 
 サラリーマン単身 ［第 2号被保険者］ 
 自営業＋主婦（国民年金夫婦世帯） ［第 1号被保険者＋第 1号被保険者］ 
 自営業単身 ［第 1号被保険者］ 
 
モデル世帯の年金受給額を年間に直すと平均 272万 3100円となり、65歳時点での現役世






ではなく実際の平均年金月額 14万 8千円（年額 177万 6千円）2)が基礎となる。国税庁調査





国民年金のモデル受給額は月額 6万 4400円となっているが、実際の平均年金月額は 5万 5
千円 3)となっている。年額に直せば、その差は 11万円余りに開く。国民年金の場合には、満
額 40 年間（480 ヶ月）に対して保険料の納付月数が少なくなると年金額は減額されていく。
また、保険料免除を受けていた期間があれば公費分のみの年金額に減額されることになる。
全国消費実態調査に基づく高齢者世帯消費支出の分析  和泉 徹彦  59 
個々の年金額は広く分布している。 
改めてモデル世帯のサラリーマンと主婦からなる世帯の年金額について検討するならば、
老齢厚生年金の平均月額 14万 8千円に老齢基礎年金の平均月額 5万 5千円を合計した 20万











図表 1 高齢者世帯とその他の世帯の割合 
 
 
 65歳以上高齢者が世帯主でかつ二人以上の世帯（高齢者世帯）は全体の 24.2%であった。 
 































図表 5 高齢者単身世帯とその他の世帯の割合 
 
 
 65歳以上高齢者単身世帯は全体の 36.4%であった。 
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80万円未満 80～200万円 200～240万円 240～280万円 280万円～
N=712 57 353 146 83 73
以下、集計用乗率を使用した集計割合
構成割合 8.7% 51.8% 19.5% 11.4% 8.6%
（公的年金給付－消費支出）が負 100.0% 91.7% 85.8% 90.6% 63.2%
（実収入－消費支出）が負 27.2% 23.8% 30.7% 27.5% 17.9%
（就業無し）
80万円未満 80～200万円 200～240万円 240～280万円 280万円～
N=6479 378 2598 1440 1068 995
以下、集計用乗率を使用した集計割合
構成割合 6.2% 40.0% 22.3% 17.0% 14.4%
（公的年金給付－消費支出）が負 99.0% 85.3% 72.6% 70.2% 53.7%
（実収入－消費支出）が負 82.7% 70.1% 60.8% 58.7% 43.0%
年金受給額（年額換算）階級
年金受給額（年額換算）階級
全国消費実態調査に基づく高齢者世帯消費支出の分析  和泉 徹彦  65 




























80万円未満 80～200万円 200～240万円 240～280万円 280万円～
N=74 18 41 6 3 6
以下、集計用乗率を使用した集計割合
構成割合 22.6% 46.0% 21.8% 3.2% 6.4%
（公的年金給付－消費支出）が負 100.0% 69.8% 17.2% 22.3% 67.8%
（実収入－消費支出）が負 15.0% 6.1% 2.3% 0.0% 26.3%
（就業無し）
80万円未満 80～200万円 200～240万円 240～280万円 280万円～
N=1322 204 579 220 137 182
以下、集計用乗率を使用した集計割合
構成割合 16.3% 40.6% 16.2% 10.9% 16.0%
（公的年金給付－消費支出）が負 83.0% 46.0% 34.1% 30.8% 26.0%
（実収入－消費支出）が負 63.5% 41.1% 28.9% 27.9% 23.7%
年金受給額（年額換算）階級
年金受給額（年額換算）階級
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